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l頁， 3・4号l頁， 5・6号65頁， 7・8号64頁， 9・10号 122頁， 1・12号 131
頁(平成27年)を挙げておく。
??
裁決に対して原処分庁の提起する機関訴訟制度の構想
平成27年 12月27日付けで.r審査の申出安却下する」旨を通知した。地方自治法
245条 3号括弧書きは.r審査請求，異議申立てその他の不服申立てに対する裁決，
決定その他の行為」を「関与」から除外しているので，執行停止決定も，園地方係争
処理委員会の審査対象としての「国の関与」に該当しない趣旨であるとしている。た
だし，係争処理委員会は，審査請求の対象にならないのに審査請求がなされて，それ
に対する執行停止決定がなされている場合に，審査請求が可能であるとした審査庁の
判断が一見明白に不合理である場合には，係争処理委員会が審理することは排除され
ていないとしつつ，審査の申出を受けた園地方係争処理委員会は，国土交通大臣の主
張・判断(公有水面埋立法における「承認」は，国に対して埋立事業をなし得る地位
を与えるものであり，その点において一般私人に対する「免許」と変わりがなく，国
は一般私人と同様の立場で承認を受けるものといえ「固有の資格」において受けるも
のとiれ、えない〉は，磁立された判例又は行政解釈に明らかに反しているといった事
情は認められないことなどから，国土交通大臣の判断が一見明白に不合理であるとま
でいうことはできないと述べている(園地方係争処理員会の平成27・12・28付通知)。
これに対して，沖縄県知事は，平成28年2月l日，福岡高裁那覇支部に地方自治法
251条の 5に萎づき関与訴訟を提起した。
端本稿をほぼ完成した段階の平成28年1月31日，明治大学公法研究会において，報告
の機会を与えられ，出席会員より有益なコメント及び情報を得ることができた。感謝
の意を表したい。
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